


福島県は、東北地方の最南端にあり、東京からはおおむね 圏内に位置しています。

面積は で、北海道、岩手県に次いで全国 番目の広さです。

本県の人口は （平成 ）年 月 日現在で 人となっており、全国では

番目ですが、合計特殊出生率は で沖縄県に次いで 番目の高さです。人口密度の全

国平均は 当たり約 人であるのに対し本県は 人と半分以下となっています。

森林面積は県全体の ％に当たる約 であり、全国 番目の広さです。広大な県

土・低い人口密度・大きな森林面積が、本県の特徴です。

注 本構想策定調査は平成 年度に実施したことから、基礎データはすべて平成

年度のものを用いています。なお、市町村合併などで状況の変化があったものに

ついてはその都度注意書きを提示しています。

注 本構想策定調査は平成 年度に実施したことから、基礎データはすべて平成

年度のものを用いています。なお、市町村合併などで状況の変化があったものに

ついてはその都度注意書きを提示しています。
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また、南北に走る阿武隈山地と奥羽山脈によって、浜通り、中通り、会津地方に三分

されます。気候もこの三つの地域によって異なります。

本県は多くの湖沼と河川を有しており、猪苗代湖をはじめとする多くの自然湖沼が県

土面積の約 を占め、水の豊かさを象徴しています。河川では阿武隈川が中通り地

域を北上していますが、重要河川（ 級河川）として阿武隈川水系のほかに つの水系

が存在します。 級河川は、浜通り地方に分布し、 水系と多数ですが流域面積はそれ

ほど広くないため、水資源の活用に小規模のダムが多数建設されています。
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総面積 のうち ％が森林であり、農用地は ％の 、住宅地は ％

の となっています。

県土の大部分を占める森林は、水源涵養をはじめ、県土の自然環境の保全、 の吸

収などの公益的な役割を担っています。

このように重要な役割を果たす森林を守り育て、次世代に引き継いでいくため、本県

では 福島県森林環境税条例（平成 年 月 日施行） を制定し、森林環境税を財源

として、森林との共生関係の形成、森林の保全、水源涵養の維持に役立てます。
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本県の広大な県土は、南北に縦断する阿武隈高地・奥羽山脈によって、それぞれに気

候・風土の異なる、浜通り、中通り、会津の 地方に区分されます。

また、特定の都市に人口や機能が集中することなく、県内各地にヒューマンスケール

の都市が分散した特色のある多極分散型の県土構造となっており、その中で、都市と農

山村が、機能分担と連携によって、それぞれの特性を生かしながら、 つの特色ある生

活圏をかたちづくっています。

平成 年度に策定された福島県新長期総合計画 うつくしま では、 つの生活圏

を基本とし、生活圏相互の重層的な関わりや、準生活圏の存在にも着目しながら、より

県民生活の実態に即した生活圏づくりを進めることとしています。

（ヒューマンスケール 快適性や安らぎを重視した街の規模・形態）

本県の総人口は 年前後に減少したものの、 年代から増加に向かい、 年に

は 万人を超えましたが、 年には再び減少に転じています。一方、一世帯当たり

の人員は年々減少しており、 年には 人 世帯となっています。

年齢階級別人口について昭和 年度の人口ピラミッドはおおむね年少人口の割合が大

きく老年人口が少なかったのですが、平成 年度の人口ピラミッドは年少人口が減少し、

歳以上の世代が増加しています。

本県の人口は、今後緩やかに減少すると見込まれており、国立社会保障・人口問題研

究所の推計では本構想の目標年度である平成 年度には 人となり、平成 年

度と比較して ％減少することから、水需要においても、同様に減少することが見込

まれます。
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本県の産業の状況は、産業別人口によれば、商業などの第 次産業の占める割合が、

年々大きくなっているものの、商店数や従業員数、年間商品販売額については減少傾向

にあります（平成 年 商業統計調査結果報告書 ）。

農業などの第 次産業の占める人口割合は、全国平均よりは大きい状況ですが、年々

小さくなっています。総農家数や耕地面積についても減少傾向にあります（平成 年度

福島農林水産統計年報 ）。

工業などの第 次産業の占める割合はほぼ横ばいで推移していますが、事業所数につ

いては減少傾向にあります（平成 年 福島県の工業 ）。この結果、工業用水の使用量

も減少しており、特に上水道については、料金の逓増制による負担の増大感もあり、コ

スト意識の徹底による節水努力の強化等により、供給量は減少する傾向があります。
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県内には平成 年度末現在 の上水道事業、 の簡易水道事業、 の専用水道があ

り、また、 の飲料水供給施設があります。さらに の水道用水供給事業（ は建設中）

があります。

（平成 ）年度末現在において県全体の給水人口は 人で、県の総人口

人に対する水道普及率は となっています。同年度末の全国平均普及率

と比較しますと、やや低い水準にあります。

市町村別の水道普及率は、市 、町 、村 です。 （昭和 ）年度

には、市 、町 、村 、であったことから、市町村別による格差は徐々

に是正されてきましたが、依然として町村部での普及率が低い状況にあります。
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県内の水道未普及人口は、 人（ ％）ですが、このうち給水区域内未給水人

口が 人（ ）を占めているため、実際の未普及区域人口は 人（ ）

になります。普及率が 以上の市町村は、 （平成 ）年度には 市町村であり、

未満の市町村は、 町村でした。

普及率の分布にはかなり地域差があり、現在水道普及率が に満たない 町村（

（平成 ）年度現在）は、小高町を除けば、阿武隈高地に位置する町村です。

福島県の水道未普及地域が阿武隈高地に集中している理由として、以下の 項目が考

えられます。
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施設能力

（平成 ）年度末現在の県内水道の施設能力は、 日です。年々増

加しており、 （昭和 ）年度（ 日）と比較して 日増加して

います。

配水量

県全域における水道事業の配水量は、 （平成 ）年度において 千 であり、

経年的にみると、 （平成 ）年度における 千 をピークに、上水道、簡易

水道共に近年減少傾向となっています。
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有収水量密度

地理的条件は水道事業経営を大きく左右することから、水道事業経営指標（総務省）

では、給水区域面積 当たりの年間有収水量（有収水量密度）を用いて、給水先の

密集状況を比較しています。

本県の場合、上水道事業（用水供給事業を含む。）の現在給水面積が 、年

間有収水量が 千 、簡易水道事業の現在給水面積が 、年間有収水量

が 千 となっていることから、有収水量密度は上水道事業で 千 、簡

易水道事業で 千 となります。これらに対し、全国平均は、上水道事業が

千 、簡易水道事業が 千 （平成 年度全国簡易水道統計の調査資料よ

り計上）となっており、人口密度が低く給水対象が散在している特性から、県内の有収

水量密度は著しく低い水準となっています。
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平成 ）年度の上水道の年間取水量は 千 であり、前年度と比較して

千 減少しています。取水量のうち ％が地表水（うちダム ％）、 ％が

地下水となっています。経年的には、湧水・浄水受水の取水量が増加傾向にありますが、

表流水及び地下水の取水量は、配水量と同様に、 （平成 ）年度をピークに減少傾

向がみられます。全国平均では、地表水 ％（うちダム ％）、地下水 ％となっ

ており、本県は、ダムへの依存度が低いといえます。
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水道料金については、 （平成 ）年度における県内の上水道事業の平均が

円 、簡易水道事業の平均が 円 となっています。上水道事業の全国平

均は 円 ですから、若干高い料金水準となっています。

また、県内の上水道と簡易水道を合わせた全公営水道において、 当たりの水道料

金は、最低で 円 、最高で 円 となっており、約 倍の格差が生じて

います。
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上水道の管路総延長は であり、前年度と比べると 、昭和 年度から比べ

ると 増加しています。管種別にみると、ダクタイル鋳鉄管と硬質塩化ビニル管が、

それぞれ全体の ％、 ％を占めており、年々増加傾向にあります。これに対し、

石綿セメント管は積極的な更新が行われ年々減少しており、 （昭和 ）年度で全体

の ％を占めていたのが、 （平成 ）年度では ％となっています。
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本県では、これまで、自然的、社会的、経済的条件の一体性や適切な管理基準の維持、

全県の水道普及の状況等を考慮して、中通り広域水道圏（県北ブロック、県南ブロック）、

会津広域水道圏、浜通り広域水道圏の県内全域を包含した つの圏域を設定し、それぞ

れの圏域に、 つの広域用水供給事業及び つの広域水道事業を位置付ける広域的水道

整備計画を策定し、水道の整備を推進してきました。
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広域水道圏名

中通り広域水道圏

県北ブロック

県南ブロック

会津広域水道圏

浜通り広域水道圏

圏 域 の 範 囲

福島市、二本松市を中核とした隣接 町村

郡山市、須賀川市、白河市を中核とした隣接 町村

会津若松市、喜多方市を中核とした隣接 町村

いわき市、相馬市、原町市を中核とした隣接 町村

表中の市町村名は （平成 ）年調査時のもので、市町村合併前の状況です。

中通り広域圏
（県北ブロック）

浜通り広域圏

会津広域圏

中通り広域圏
（県南ブロック）

広域水道圏名 圏 域 の 範 囲



広域水道圏は、以下の考え方により設定されました。

県内の広域化の現状としては、複数の水道事業の施設・経営・管理を一体化した広域

水道が、相馬地方広域水道企業団と双葉地方水道企業団の 事業があります。用水供給

事業としては、会津若松地方水道用水供給企業団、喜多方地方水道用水供給企業団、福

島地方水道用水供給企業団、白河地方水道用水供給企業団、県中地域水道用水供給企業

団の 事業（うち 事業が建設中）があります。福島地方水道用水供給企業団は、受水

団体の水質検査を一元化して行っており、施設の共同化を実施しています。
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水
道
用
水
供
給
事
業

水
道
事
業

事業名

会津若松地方水道用
水供給事業

喜多方地方水道用水
供給事業

福島地方水道用水供
給事業

白河地方水道用水供
給事業

県中地域水道用水供
給事業

双葉地方水道事業

相馬地方広域水道事
業

供給対象市町村数

市 町 村

市 町 村

市 町

市 町 村

市 町 村

町

市 町

供給開始

．

．

建設中

．

建設中

．

．

供給対象市町村名

会津若松市、会津坂下町、会津高田町、会津本郷町、
北会津村、新鶴村

喜多方市、塩川町、熱塩加納村

福島市、川俣町、飯野町、桑折町、伊達町、国見町、
梁川町、保原町、霊山町、月舘町、安達町、東和町

白河市、矢吹町、泉崎村、西郷村、表郷村、東村、
中島村、大信村、棚倉町

郡山市、須賀川市、鏡石町、石川町、玉川村、平田村、
浅川町

広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町

相馬市、新地町、鹿島町

表中の市町村名は （平成 ）年調査時のもので、市町村合併前の状況です。

事業名 供給対象市町村数 供給開始 供給対象市町村名



何らかの広域化を実施している割合（広域化市町村率）をみると、 市町村のうち

市町村（ （平成 ）年度現在）が広域化をしており、市町村単位では広域化率 ％

となっています。

広域化人口 給水区域内人口により広域化人口率を算出すると、 ％となります。水

道ビジョンによれば全国の広域化人口率 ％であることから、全国平均よりやや低い

水準となっています。
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表中の市町村名は （平成 ）年調査時のもので、市町村合併前の状況です。

新地町

相馬市

鹿島町

原町市

小高町

浪江町

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

飯館村

葛尾村

川内村

い わ き 市

梁川町

霊山町

月舘町

川俣町

国見町

桑折町桑折町

福島市福島市

飯
野
町

飯
野
町

東和町

安達町

岩代町

二本松市

白沢村

大玉村

本宮町

伊達町 保
原
町

保
原
町

郡山市郡山市

船引町

常葉町 都路村

大越町

小野町

平田村

古殿町

石川町

鏡石町鏡石町

須賀川市

岩瀬村

長沼町天栄村　

玉川村玉川村

滝
根
町

滝
根
町

浅
川
町

浅
川
町

三
春
町

三
春
町

鮫川村　

塙 町 　塙 町 　

矢祭町　

棚倉町　

東村　

表郷村　

中
島
村

矢吹町
泉崎　

白河市

西郷村

大信村

猪苗代町

会津
若松市

北塩原村

磐梯町

熱塩加納村

喜多方市

塩川町

湯
川
村

村

北

村

会
 津

新鶴村新鶴村

会津
高田町

柳津町

三島町

金山町

西会津町

高郷村高郷村

山
都
町

山
都
町

会津
坂下町 河東

町

会
津
会
津

本
郷
町

本
郷
町

昭和村

下郷町

田島町

舘岩村

伊南村

南郷村

桧枝岐村

只見町

新地町

相馬市

鹿島町

原町市

小高町

浪江町

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

飯館村

葛尾村

川内村

い わ き 市

梁川町

霊山町

月舘町

川俣町

国見町

桑折町

福島市

飯
野
町

東和町

安達町

岩代町

二本松市

白沢村

大玉村

本宮町

伊達町 保
原
町

郡山市

船引町

常葉町 都路村

大越町

小野町

平田村

古殿町

石川町

鏡石町

須賀川市

岩瀬村

長沼町天栄村　

玉川村

滝
根
町

浅
川
町

三
春
町

鮫川村　

塙 町 　

矢祭町　

棚倉町　

東村　

表郷村　

中
島
村

矢吹町
泉崎　

白河市

西郷村

大信村

猪苗代町

会津
若松市

北塩原村

磐梯町

熱塩加納村

喜多方市

塩川町

湯
川
村

村

北

村

会
 津

新鶴村

会津
高田町

柳津町

三島町

金山町

西会津町

高郷村

山
都
町

会津
坂下町 河東

町

会
津
本
郷
町

昭和村

下郷町

田島町

舘岩村

伊南村

南郷村

桧枝岐村

只見町

福島地方水道用水供給事業福島地方水道用水供給事業

喜多方地方水道用水供給事業喜多方地方水道用水供給事業

喜多方地方水道用水供給事業喜多方地方水道用水供給事業

相馬地方広域水道事業相馬地方広域水道事業

双葉地方水道事業双葉地方水道事業

白河地方水道用水供給事業白河地方水道用水供給事業

県中地域水道用水供給事業県中地域水道用水供給事業
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県

北

県

中

県

南

福島市

二本松市

岩代町

東和町

安達町

伊達町

梁川町

保原町

霊山町

月舘町

桑折町

国見町

川俣町

飯野町

大玉村

本宮町

白沢村

郡山市

須賀川市

長沼町

岩瀬村

鏡石町

天栄村

石川町

玉川村

平田村

浅川町

古殿町

三春町

小野町

滝根町

大越町

都路村

常葉町

船引町

白河市

表郷村

東村

大信村

泉崎村

中島村

矢吹町

西郷村

棚倉町

矢祭町

塙町

鮫川村

用水供給 末端広域水道 市町村合併

二本松市

伊 達 町

合併後

須賀川市

田 村 市

合併後

白 河 市

合併後

施設共同化

会

津

南

会

津

相

双

い
わ
き

福島県計

会津若松市

北会津村

河東町

熱塩加納村

喜多方市

塩川町

山都町

高郷村

西会津町

磐梯町

猪苗代町

会津坂下町

湯川村

柳津町

北塩原村

会津高田町

会津本郷町

新鶴村

三島町

金山町

昭和村

田島町

舘岩村

伊南村

南郷村

下郷町

檜枝岐村

只見町

原町市

鹿島町

小高町

相馬市

広野町

楢葉町

富岡町

川内村

大熊町

双葉町

浪江町

葛尾村

新地町

飯舘村

いわき市

用水供給 末端広域水道 市町村合併

会津若松市

喜多方市

会津美里町

合併後

南会津町

合併後

南相馬市

合併後

合併後

合併後

施設共同化

注 表中の 印は合併前のものである。

用水供給 末端広域水道 市町村合併 施設共同化 用水供給 末端広域水道 市町村合併 施設共同化

会津若松市

二本松市

喜多方市

伊 達 町

会津美里町

須賀川市

南会津町

田 村 市

南相馬市

白 河 市

広域圏

県 北 地 域

県 中 地 域

県 南 地 域

会 津 地 域

南会津地域

相 双 地 域

いわき地域

計

市町村数
（調査時）

合 併 後
市町村数

広域化数
（調査時）

広域化市町村率
（％）広域圏 市町村数

（調査時）
合 併 後
市町村数

広域化数
（調査時）

広域化市町村率
（％）

広域化市町村率は市町村合併前の市町村数で算出した。




